
（一般会計）
 ○ 国の「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を踏まえた関連経費の補正

 　　 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（重点支援地方交付金）の活用

 
 ○ 繰越明許費

 ○ 債務負担行為

（特別会計）

　（学校給食事業） 保護者の給食費負担軽減対策経費

           単位:千円

補正前の額 補  正  額 計

142,183,887 1,311,719 143,495,606

国 民 健 康 保 険 事 業 33,680,564 33,680,564
卸 売 市 場 事 業 468,788 468,788
財 産 区 102,572 102,572
介 護 保 険 事 業 32,060,886 32,060,886
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 5,864,565 5,864,565
母子父子寡婦福祉資金貸付事業 123,000 123,000

学 校 給 食 事 業 2,936,479 38,160 2,974,639
病 院 事 業 債 管 理 1,962,705 1,962,705

77,199,559 38,160 77,237,719
水 道 事 業 13,749,250 13,749,250
下 水 道 事 業 15,902,502 15,902,502
ガ ス 事 業 5,840,614 5,840,614
　　　　　　　計 35,492,366 0 35,492,366

254,875,812 1,349,879 256,225,691

会               計

令和6年度1月補正予算（案）のポイント

消費下支え等を通じた生活者支援・中小企業者支援事業 「おおつ割」の実施

令和6年度1月補正予算（案） 各会計別一覧表

物価高騰対策緊急支援給付金支給事業費

・物価高騰対策緊急支援給付金支給事業費の追加
　　令和6年度住民税均等割非課税世帯への給付
　　（1世帯につき3万円／18歳以下の児童1人につき2万円加算）
・障害福祉・介護サービス事業所等への食料品価格高騰対策支援
・民間保育施設・私立幼稚園における保護者の給食費負担軽減のための支援
・学校給食事業における保護者の給食費負担軽減に要する経費の繰出金

一    般    会    計

特
 
 

別
 
 

会
 
 

計

計

企
業
会
計

合             計
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(歳入)                                                                             単位:千円
款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 51,839,153 51,839,153
2 地 方 譲 与 税 820,000 820,000
3 利 子 割 交 付 金 25,500 25,500
4 配 当 割 交 付 金 333,600 333,600
5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 365,200 365,200
6 法 人 事 業 税 交 付 金 771,900 771,900
7 地 方 消 費 税 交 付 金 7,701,500 7,701,500
8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 177,600 177,600
9 環 境 性 能 割 交 付 金 143,000 143,000

10 国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 17,586 17,586
11 地 方 特 例 交 付 金 2,000,000 2,000,000
12 地 方 交 付 税 14,300,000 14,300,000
13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 44,000 44,000
14 分 担 金 及 び 負 担 金 824,494 824,494
15 使 用 料 及 び 手 数 料 3,258,521 3,258,521
16 国 庫 支 出 金 29,892,101 1,356,337 31,248,438
17 県 支 出 金 11,635,963 5,354 11,641,317
18 財 産 収 入 311,371 311,371
19 寄 附 金 335,914 335,914
20 繰 入 金 2,671,801 △ 49,972 2,621,829
21 繰 越 金 2,576,456 2,576,456
22 諸 収 入 2,061,627 2,061,627
23 市 債 10,076,600 10,076,600

歳 入 合 計 142,183,887 1,311,719 143,495,606

(歳出)
款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 645,234 645,234
2 総 務 費 20,915,200 20,915,200
3 民 生 費 65,261,256 1,236,189 66,497,445
4 衛 生 費 11,693,459 11,693,459
5 労 働 費 82,855 82,855
6 農 林 水 産 業 費 730,469 730,469
7 商 工 費 1,136,977 1,136,977
8 土 木 費 10,346,739 10,346,739
9 消 防 費 4,110,850 4,110,850

10 教 育 費 16,563,656 75,530 16,639,186
11 災 害 復 旧 費 229,000 229,000
12 公 債 費 10,268,192 10,268,192
13 予 備 費 200,000 200,000

歳 出 合 計 142,183,887 1,311,719 143,495,606

令和6年度1月補正予算（案）一般会計款別一覧表
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予算説明資料

　令和６年度　１月補正

   一般会計 (単位：千円）

国 県 その他 市債 一般財源

総務部

財政課

[ 01 - 01 ]

一般財源充当額

福祉部

民生費 福祉政策課

社会福祉費 [ 31 - 01 ]

[事業費の補正に伴う財源調整のための補正]
  財政調整基金繰入金
　　(補正前) 1,067,171 → (補正後) 1,017,199

 R6年度末財政調整基金残高見込み
　　　(補正前) 9,439,884 → (補正後) 9,489,856一般財源

充当事業
費

財源内訳
事業概要

（目的別）

款項目 通
番

事業名
現計

予算額
事業費

1

一般財源充当事業費

一般財源充当事業費

一般財源充当額

2

物価高騰対策緊急支
援給付金支給費

物価高騰対策緊
急支援給付金支
給事業費

889,340 1,185,363 1,185,363 0 0 0 0

[エネルギー・食料品等の価格高騰対策に要する経費の補正]
　①R6年度住民税均等割非課税世帯への給付
　  （対象）R6年12月13日時点における住民税均等割非課税世帯
　　（給付額等）対象1世帯につき3万円、38,000世帯（見込）
　　　給付金（補正前）0 →（補正後）1,140,000
　②子育て世帯への加算給付（①への加算給付）
　　（対象）①のうち子育て世帯
　　（給付額等）対象児童(18歳以下)1人につき2万円、5,500人(見込)
　　  給付金（補正前）0 →（補正後）110,000
　①②共通　その他事業推進費（補正前）0 →（補正後）98,276
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　＜国 1,314,292＞【繰越 1,314,292】

　③先行給付金事業の完了に伴う経費の精算
　　（給付額等）R6住民税均等割非課税化世帯・住民税均等割のみ
　　　　　　　　　 課税化世帯1世帯につき10万円及び児童1人につき
　　　　　　　　　 5万円
　　（対象世帯数）8,000世帯（見込） → 6,362世帯（実績）
　　　給付金（補正前）857,500 →（補正後）698,700
　　　その他事業推進費（補正前）31,840 →（補正後）27,727

社会福祉
総務費

- - 0 0 △ 49,972 0 49,972
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予算説明資料

　令和６年度　１月補正

   一般会計 (単位：千円）

国 県 その他 市債 一般財源

財源内訳
事業概要

（目的別）

款項目 通
番

事業名
現計

予算額
事業費

福祉部

民生費 障害福祉課

社会福祉費 [ 77 - 04 ]

健康保険部

民生費 長寿施設課

社会福祉費 [ 51 - 08 ]

老人福祉対策費

福祉部子ども未来局

民生費 保育幼稚園課

児童福祉費 [ 54 - 01 ]

障害福祉
費

心身障害者福祉対策費

老人福祉
費

3

心身障害者福祉
対策費

[重点支援地方交付金を活用した障害福祉サービス事業所への
 支援に要する経費の補正]
  障害福祉サービス事業所（入所系等）に対する食料品価格高騰
　対策支援
　　（補助金額）定員1人あたり64円/日
　  （対象）47施設、定員616人
　　 補助金（補正前）0 →（補正後）7,195

73,280 7,195 7,195 0 0 0

4

介護サービス事業
所管理事業費

[重点支援地方交付金を活用した介護サービス事業所等への支援に
 要する経費の補正]
  介護サービス事業所（入所系）等に対する食料品価格高騰対策
　支援
　　（補助金額）定員1人あたり64円/日
　  （対象）66施設、定員2,824人
　　 補助金（補正前）0 →（補正後）32,985

5

民間保育施設運
営助成事業費

民間保育施設運営助成費

[重点支援地方交付金を活用した民間保育施設への支援に要する
 経費の補正]
  給食の質と量の確保及び保護者負担の軽減を目的とした
　給食費支援補助の増額
　　（補助金額）児童1人あたり12,744円/年→13,572円/年
　　　　　　　　　(副食費徴収免除対象者は9,144円/年→9,972円/年)
　　（対象施設）保育所・認定こども園（77施設）
　　　　　　　　　 地域型保育施設（34施設）
　　（対象児童数見込）7,961人→8,313人
　　 補助金（補正前）99,516 →（補正後）110,162

1,806,895 10,646 55,081 5,323 0 0

民間保育
施設費

△ 49,758

0

000032,98532,985801
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予算説明資料

　令和６年度　１月補正

   一般会計 (単位：千円）

国 県 その他 市債 一般財源

財源内訳
事業概要

（目的別）

款項目 通
番

事業名
現計

予算額
事業費

産業観光部

商工労働政策課

商工費 [ 61 - 02 ]

商工業振
興費

商工業振興推進費

福祉部子ども未来局

教育費 保育幼稚園課

幼稚園費 [ 77 - 01 ]

教育委員会

教育費 学校給食課

保健体育費 [ 98 - 01 ]

計 3,872,970 1,311,719 1,356,337 5,354 △ 49,972 0 0

1,063,668 75,469 75,469 0 0 0 0

6

商工費

商工業振興施策
推進事業費

[重点支援地方交付金を活用した小規模企業者等への支援に
 要する経費の補正]
  消費下支え等を通じた生活者支援・中小企業者支援事業
　「おおつ割」の実施
　　（利用開始予定）Ｒ7年6月以降
　  （割引率）利用額の最大3割 　　（割引上限額）1,500円/回
　　（対象店舗）市内店舗を運営する小売業、サービス業及び飲食業
　　　　　　　　　　（中小企業者及び小規模企業者に限る）
---------------------------------------------------
　[債務負担行為]
　　限度額：485,352　　事業期間：R6～R7
　　年度内訳：（R6）0　（R7）485,352

00000036,133

7

私立幼稚園運営
費補助事業費

[重点支援地方交付金を活用した私立幼稚園への支援に要する
 経費の補正]
  給食の質と量の確保及び保護者負担の軽減を目的とした
  給食費支援補助の増額
　　（補助金額）児童1人あたり6,108円/年→6,588円/年
　　（対象施設）新制度移行幼稚園（2施設）
　　（対象児童数見込）70人→74人
　　 補助金（補正前）427 →（補正後）488

2,853 61 244 31 0 0 △ 214

私立幼稚園運営補助費

8

学校給食事業特
別会計繰出金

学校給食事業特別会
計繰出金

[重点支援地方交付金を活用した学校給食事業特別会計繰出金の
 補正]
  食料品価格高騰に伴う賄材料費の増加分の一部を一般会計から
  繰出金として支出
　　繰出金（補正前）1,063,668 →（補正後）1,139,137

幼児教育
振興費

学校給食
事業特別
会計繰出
金
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予算説明資料

　令和６年度　１月補正

   学校給食事業特別会計 (単位：千円）

国 県 その他 市債 一般財源

教育委員会

給食事業費 学校給食課

給食事業費 [ 10 - 01 ]

学校給食総務費

教育委員会

歳入事業費 学校給食課

歳入事業費 [ 01 - 33 ]

一般財源充当事業

計 1,451,659 38,160 0 0 38,160 0 0

歳入事業
費

△ 38,160

[事業費の計上に伴う歳入補正]
　一般会計繰入金（補正前）1,063,668 →（補正後）1,139,137

　賄材料費収入（補正前）1,170,432 →（補正後）1,188,221

　学校給食運営費負担調整基金繰入金
　                        （補正前）700,000 →（補正後）644,902

0

2

特別会計歳入（学校
給食事業）

- - 0 0 38,160 0

1

学校給食総務費

38,16000038,1601,451,659

財源内訳
事業概要

（目的別）

款項目 通
番

事業名
現計

予算額
事業費

[学校給食事業における物価高騰対策に要する経費の補正]
　食料品価格高騰等に伴う賄材料費の追加
　　　賄材料費（補正前）1,425,019 →（補正後）1,463,179

給食事業
費
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